
問題と目的

個人の性格傾向と対人経験との関連については，

多くの心理学者が関心を寄せ，今日に至るまで豊

富な知見が提供されてきている。近年では，かつ

ての横断データによる同時点の変数間の相関によ

るものから，縦断データを使用したものが多くな

り，性格傾向と対人経験間の影響関係を同定しよ

うとする研究が主流となってきた (Rothbart,

Ahadi, & Evans, 2000)。例えば，Magnus, Diener,

Fujita, & Pavot (1993) は，成人を対象とした 4年

間の短期縦断データを用いて，個人の性格傾向と

客観的指標によるライフイベンツとの間の影響関

係について検討した。その結果，外向的な性格の

個人がポジティブなライフイベンツを経験する傾

向にある一方で，神経質な性格の個人はネガティ

ブなライフイベンツを経験する傾向があることを

示し，先行する性格傾向がその後の対人経験を予

測するという結果を提出した。また，Costa,

Herbst, McCrae, & Siegler (2000) は，40代の成人

データから，男性が結婚することで情緒的な安定

性を高め，離婚することで行動統制性が低まるこ

とを示し，対人経験が性格傾向の安定性に影響を

与えるとしている。

しかし，こうした縦断データを用いた研究結果

は，相関関係に終始した検討によるものである場

合や，もしくは研究者の仮説に基づいて変数間の

“影響 –被影響”の関係性が制限されたデータ
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（つまり，影響要因としたい変数［例えば性格］を

1時点目で，被影響要因としたい変数［例えば対

人経験］を 2時点目で測定したデータ）から検討

されたものである場合がほとんどであった。性格

傾向が対人経験に与える影響性や，また反対に先

行する対人経験が性格形成に影響するという両者

間の影響関係をより適切に検討するには，縦断

データであるばかりでなく，両者の影響方向の可

能性を同時に考慮した上で評価する研究デザイン

が必要と考えられる。

より具体的には，性格傾向と対人経験に関する

変数を 2時点ともに測定し，両変数間に仮定され

る 2つの方向性（性格傾向→対人経験および対

人経験→性格傾向）を同時に考慮した上で，い

ずれの方向性がより妥当なものとして推定される

かを検討する研究デザインである。

Neyer & Asendorpf (2001) は，この研究デザイ

ンを用いて，複数の性格傾向と対人経験との間の

影響関係について検討し，シャイネスや協調性の

性格傾向の場合には，その性格の程度が友人や同

僚との関係の質に影響を与えるという方向性を，

また統制性や外向性の場合には，個人がパート

ナー関係を築くという対人経験がその性格傾向を

高めるという方向性があることを示した。

しかし，この研究で使用されている統計手法は，

性格傾向と対人経験の両者をそれぞれ従属変数と

した階層重回帰分析を組み合わせるなど複数の解

析結果を総合的に解釈したものであることから，

性格傾向と対人経験との間のパス（つまり性格傾

向→対人経験，対人経験→性格傾向）間の関係

性を十分に考慮できているかや，測定誤差が蓄積

するなどの問題が認められた。こうした統計上の

問題を回避し，変数間に複数の関係性が仮定され

る複雑な仮説モデルを検討する場合には構造方程

式モデリング (Structural Equation Modeling) を用

いた解析が望ましい。とくに，2時点以上の複数

の変数間の影響関係を検討するには，先ほどの

Neyer & Asendorpf (2001) の研究デザインを構造

方程式モデリングを用いて解析する交差遅延効果

分析 (cross-lagged effects model) を行うのが最適

である。

このように，成人を対象とする研究が充実する

一方で，児童期・青年期前期の子どもの性格傾向

と対人経験との関連を縦断データから検討した研

究はまだ少ない (Wills & Dishion, 2004)。その中で

代表的な研究は，12歳時点での性格傾向が 17歳

時点の親や仲間との関係性に影響するという，先

行する性格傾向がその後の対人経験に影響するこ

とを示したものである (Asendorpf & van Aken，

2003)。しかし，性格の時間的な安定性に関する

研究のレビューには，児童期・青年期前期におけ

る性格がまだ安定性の低いものであると主張する

ものが多い (Caspi, Roberts, & Shiner, 2005)。例え

ば Roberts & DelVecchio (2000) は，ビッグ･ファ

イブ特性尺度を用いた研究のメタ・アナリシスを

行い，再検査法による個人内の性格傾向の順位相

関係数は，児童期では r�.41，30歳では r�.55で

あり，50�70歳の頃に r�.70となりプラトーに達

すると報告している。表現型としての性格傾向が，

児童期・青年期前期では未だ発達的変化の過程に

あるとすれば，その変化に影響を与えている要因

が何かを検討することも重要であると思われる。

そして，その影響要因のひとつとしては，この時

期に営まれる多数の仲間や教師との間で営まれる

多様な対人経験を考えることができよう。Hurlock

(1964) の「ギャング集団」理論や Harris (1995) の

集団社会化理論で主張されているように，児童期

後期に形成される仲間集団は，子どもに集団内で

の役割（リーダーシップなど）を担わせ，集団内

のルールに準じた行動を要求し，彼らが自発的な

行動や衝動性のコントロール，責任感などを養う

機会を与える場であると考えられる。また，教師

との関係も，そこでの経験が子どもの行動的な特

徴に影響すると報告されている (Birch & Ladd,

1997)。例えば，子どものペースにあわせて自発的

な行動を促すことが上手な教師に教えられた生徒
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は，そうでない教師の生徒よりも問題行動傾向が

低く，孤立することが少ないとされる (Donohue,

Perry, & Weinstein, 2003)。

この時期，子どもは親からの自立が促され，自

発的に行動し，その行動に責任を持つことが求め

られるようになっていく。学校での仲間や教師と

の対人経験は，こうした行動の自発性や責任感を

育む上で重要な役割を担うと考えられる。こうし

た性格傾向は，性格 7因子理論 (Cloninger, 1987)

では「自己志向 (Self-Directedness)」と呼ばれて

いる。自己志向性が高いことは，自らの目標を設

定し努力を惜しむことなく行動すること，自分の

行動に責任を持ち統制できること，自己を受容す

ることを意味する。また，この「自己志向」に類

似するビッグ・ファイブ理論の「統制性 (Consci-

entiousness)」性格を扱った研究を参考にすれば，

行動の自発性や責任感に関する性格傾向は，子ど

もの心理的な“成熟”を示す指標でもある (Neyer

& Asendorpf, 2001)。児童期・青年期前期に，子

どもが行動の自発性を発達させ心理的に成熟して

いくには，“保護 –被保護”の関係のない仲間同

士で切磋琢磨する経験が重要である。また，教師

から求められる行動規範の遵守や道徳の教えが，

彼らの行動への責任感を育む機会になると考えら

れる。このように，学校での仲間や教師との対人

経験は，子どもの自己志向性に影響を与える可能

性があるといえよう。

そこで本研究では，学校での対人経験と自己志

向性との間の相互の影響関係について，小学校高

学年から中学生にかけての短期縦断データを用い

て検討する。学校での対人経験としては，仲間や

教師との反社会的な対人 藤経験に注目して検討

することにした。先述の Asendorpf & van Aken

(2003) の研究のように，先行する性格傾向がその

後の対人経験に影響する観点からすれば，自らの

行動に責任をもてず自立的な行動が取れない性格

は，友人や教師との良好な関係の妨げになるとい

う影響関係を考えることができよう。しかし同時

に，学校での対人環境の悪化が，子ども自身の自

己受容感の低下や自分の立てた目標に向かおうと

する意欲を低減させ，結果として自立的に物事に

取り組もうとする自己志向性の発達が妨げられて

しまうという影響関係の可能性も十分に予想され

ることである。反社会的な問題行動に関する様々

な先行研究（Parker & Asher, 1993など）からも，

反社会的な行動の目立つ子どもが学校で拒否され，

親密な友人関係を結ぶ機会を得られずに学校での

孤独感や不満足感を抱いている場合が多いと指摘

されている。

さて，学校での反社会的な対人 藤経験と自己

志向性との間の相互の影響関係を検討する場合に

も，家族との関係性の質を無視することはできな

い。酒井 (2005) は，この時期の子どもの家族に抱

く信頼感と学校適応との関連についての一連の検

討を行い，親に対する信頼感の高低が，学校での

孤立傾向や反社会的行動の程度を抑制することを

示している。このことから，子どもの家族に抱く

信頼感の高低は，学校での反社会的な対人 藤経

験を軽減することで，対人 藤経験と自己志向性

との間に考えられるネガティブな影響関係への防

御要因になると考えられる。例えば，信頼感の高

い家族との関係は，学校での反社会的な対人 藤

経験を緩和し，自己志向性の発達を支えるものと

思われる。また，自己志向性が低い子どもも，信

頼感の高い家庭環境にあればこうした対人 藤経

験は抑制されると予想されよう。

以上，本研究では，小学校高学年の児童を対象

に，学校での反社会的な対人 藤経験と自己志向

性との間の影響関係について，家族への信頼感を

防御要因として含めた 3者間の相互影響性の観点

から検討する。また今回は，研究の参加者が双生

児のきょうだいである特徴を活かし，信頼感を抱

く家族として母親と父親のほかに，きょうだいも

加えて検討を行う。
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方　　法

1．対象者

本研究は，1999年に双生児のいる家庭を対象に

開始された縦断研究プロジェクト（菅原・酒井・

木島・菅原・眞榮城・詫摩・天羽，2000）の一部

である。今回の解析は，2時点目調査（2001年）

で小学 4�6年生であった双生児のうち 3時点目調

査（2003年）にも参加した 203名（男児 93名，

女児 110名）とその親の回答をもとに行った。

2001 年時点での母親の平均年齢は 42 .36 歳

（35�55歳），父親は 44.99歳（24�55歳）であ

る。調査は郵送法により行い，A児・ B児用とし

て個別の質問票を作成しそれぞれに回答を求めた。

両親および双生児きょうだい各人のプライバシー

を護るために，回答した調査用紙についてはそれ

ぞれ個別の封筒に入れて返送するよう依頼した。

2．調査項目

(1) 自己志向性

児童期・青年期前期の子どもの自己統制性を測

定する尺度として，菅原・青山・杉浦・北村・木

島 (1997) が邦訳したジュニア版 TCI尺度 (Junior

Temperament and Character Inventory: JTCI, Luby,

Svrakic, McCallum, Przybeck, & Cloninger, 1999) の

うち，｢自己志向｣性を測定する 20項目を使用し

た。各項目の評定は，母親が普段の子どもの様子

をもとに 4：あてはまる�1：あてはまらないの 4

件法で行った。

TCI理論における自己志向性の定義は，個々人

が選んだ目的や価値観に従い，状況に合った行動

を自ら統制し，調節する能力であるとされ，(1)

自己責任 (responsibility)，(2) 目的志向性 (pur-

posefulness)，(3) 臨機応変・問題解決におけるス

キルや自身の発達 (resourcefulness)，(4) 自己受

容 (self-acceptance)，(5) 第二の天性の啓発 (con-

gruent second nature) の 5つの発達の過程を表す

因子から構成される（木島，2000）。そこで，ジュ

ニア版 TCI尺度日本語版に関しても，同様な 5因

子を仮定する観点から尺度構造の検討を行った。

2001年時 (Time1: T1) に小学 4�6年生であった

双生児の母親 187名の回答をもとに主成分分析を

行い，第二主成分までの負荷量が.40未満の項目

を除いた 19項目により因子分析（共通性を反復

推定する主因子法・ Promax回転）を行った。抽

出された 4因子全てで負荷量が.40に満たない項

目を除き，18項目で再度因子分析を行ったとこ

ろ，Table 1のような 3因子が抽出された。第 1因

子は，成人版尺度の「目的志向性」や「臨機応

変・問題解決におけるスキルや自身の発達」に該

当する 8項目から構成された。この因子項目得点

が高い個人は，自らの目標を立てそれへの努力を

惜しまず自分の行動を律することができる性格を

反映していると考えられ，「行動的自立」因子と

命名した。第 2因子（6項目）は，成人版に倣い

「自己受容」2)因子と命名した。第 3因子は，成

人版の「自己責任（もしくは他人非難）」に該当

する 4項目から構成され，「自己責任」因子と命

名した。各因子の信頼性を示すα係数は，T1の

「行動的自立」が.85，「自己受容」が.81，「自己責

任」が .63であり，T2の「行動的自立」が.83，

「自己受容」が.79，「自己責任」が.64であった。

以降は，各因子を構成する項目の合成得点を，そ

れぞれ自己志向性の下位尺度得点とした。

(2) 学校での反社会的行動経験

児童期・青年期前期の子どもの学校における反

社会的な対人 藤経験を測定するため，酒井・菅

原・眞榮城・菅原・北村 (2002) が作成した学校

不適応傾向尺度の反社会的行動に関する項目を使
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2) 本研究で抽出された自己志向尺度の下位尺度の命名

は，Cloninger (1987) の成人版 Temperament and

Character Inventory (TCI) で命名された尺度名を木

島・斎藤・鈴木・吉野・大野・加藤・北村(1996)が

邦訳したものにできる限り忠実に行った。これは，

Lyoo, Han, Lee, Yune, Ha, Chung, Choi, Seo, & Hong

(2004) の論文に代表されるように，Junior版 TCI尺

度を使用した研究の多くが，成人版尺度の下位尺度

と同じ名称を使用していることによる。



用した。学校での反社会的行動経験としては，友

人や教師などとの対個人のものと，授業妨害や集

団行動のルール違反などの対集団のものが考えら

れる。そこで今回は，学校不適応傾向尺度におけ

る対個人，および対集団の反社会的行動経験を表

す次の 3項目を使用することにした。第 1項目は，

友人に対する反社会的行動を表す“友だちをいじ

めたことがある（友人いじめ）”，第 2項目は，教

師に対する“先生に反抗したり，乱暴したことが

ある（教師反抗）”，第 3項目は，対集団における

反社会的行動として“授業中，大声を出したりし

てさわいだことがある（授業妨害）”であった。各

項目の評定は，子ども本人が 4：はい�1：いい

えの 4件法で行った。

(3) 家族に抱く信頼感

酒井 (2005) は，Erikson (1963 仁科訳 1977) の

基本的信頼に関する理論，および Bowlby (1973

黒田他訳 1977) の内的作業モデル理論を参考に，

児童期・青年期前期の子どもが家族や親友などの

重要な他者 (Significant Other) に抱く信頼感を測

定する尺度を開発した。この尺度では，他者に抱

く信頼感を“相手は自分に対してどのような信頼

感覚を抱いているか（信頼されてる感）”と“自

分は相手に対してどのような信頼感覚を抱いてい

るのか（信頼している感）”の 2つの方向性から

評価する。具体的な項目は，「信頼されてる感」

が“○○はあなたを一番信頼していると思います

か”などの 4項目，「信頼している感」を測定す

る項目は“○○をだれよりも信頼できますか”に

代表される 4項目である。本研究では，各項目の

○○の部分に母親，父親，（双生児の）相手を記

入した項目を用意し，それぞれについて 4：は

い�1：いいえまでの 4件法で回答を求めた。今

回は全 8項目の合計点を各対象に抱く信頼感得点
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Table 1 自己志向尺度の因子分析結果（共通性を反復推定する主因子法，Promax回転）

項　　　目 F1 F2 F3

Factor 1：行動的自立

1. いつも目標を立ててそれに向かって努力する（新しいことを学ぶ，良い成績をとるなど） .79 �.10 .02

2. 練習がきらいなので，自分の能力を十分には発揮していない (R) .76 .04 �.06

3. 練習することが成功につながると理解している .75 .05 �.08

4. 自分で目標を決めることの利点を理解していない (R) .67 �.04 .04

5. 自分で目標を立てることの大切さをわかっていないようだ (R) .67 �.05 .03

6. 約束をちゃんと守れる .58 .12 �.02

7. 他の子よりも責任感が強い .55 .08 .19

8. もっといい子になるようにがんばらなくてもいいと思っているようだ (R) .40 �.11 .13

Factor 2：自己受容

9. 他の子ども達よりも力があればいいと望んでいる (R) �.01 .87 .01

10. 自分が他の誰よりも強かったらいいと望んでいる (R) .01 .78 .05

11. 自分がスーパーマンのような特別な力を持っていればいいと望んでいる (R) .09 .72 �.10

12. 自分が他の誰よりももっと頭が良かったらいいと望んでいる (R) �.17 .64 �.08

13. 自分が世界で一番ハンサム／きれいだったらいいと思っている (R) �.02 .49 .02

14. 自分がもっと大人だったらいいのにと思っていて，自分の年齢を受け入れていない (R) .08 .48 �.04

Factor 3：自己責任

15. たいてい，自分の問題を誰か他の人が解決してくれるのをあてにしている (R) �.08 �.09 .93

16. 問題に直面すると自分がどうすればいいのかわからなくなる (R) .12 .10 .51

17. 自分が決めたことの責任を，人のせいにするようなことはない .14 �.05 .41

18. 他の人のせいでやりたくないことをさせられていると感じている (R) .10 .18 .40

回転後の負荷量平方和 4.16 2.97 2.91

注．Rは逆転項目



とした。T1の各対象への信頼感尺度の a 係数は，

母親項目が.85，父親項目が.87，きょうだい項目

が .93 であり，T2 の信頼感尺度は，母親項目

が.91，父親項目が.93，きょうだい項目が.94とい

ずれも高い値であった。

結　　果

1．変数間の関連

本研究では，子どもの自己志向性と学校での反

社会的行動経験，および家族に抱く信頼感の相互

影響性について，構造方程式モデリングによる交

差遅延効果分析 (cross-lagged effects model) を用

いて検討する。

解析に先立ち，各観測変数間の関連について検

討した。Table 2上段には，各観測変数（自己志

向性の 3つの下位尺度，不適応行動経験の 3項

目，家族の各対象への信頼感の得点）間の相関

を，Table 2下段には，今回の構造方程式モデリン

グで使用する潜在変数間の関連を見るものとして，

各潜在変数を構成する観測変数の合計得点間の相

関を示した。

Table 2下段の表から，T1の自己志向性は，T1

(r��.19) と T2 (r��.22) の反社会的行動経験との

間に有意な負の関連があり，T1の家族に抱く信頼

感との間には有意な正の相関 (r�.20) が認められ

た。 T2 の自己志向性についても同様に， T1

(r��.27) と T2 (r��.27) の反社会的行動経験との

間に負の関連が，T1の家族に抱く信頼感との間に

正の関連 (r�.17) が見られた。また，T1の反社会

的行動経験は，T1 (r��.38) と T2 (r��.20) の家

族に抱く信頼感との間に有意な負の相関があり，

T2の反社会的行動経験についても，T1 (r��.15)

と T2 (r��.22) の家族に抱く信頼感との間に有意

な負の関連が認められた。

同一変数の 2時点間の関連については，自己志

向性が r�.72，反社会的行動経験は r�.29，家族

に抱く信頼感は r�.54であった。反社会的行動経

験の値が他に比べて低かったものの，いずれも有

意な正の相関が認められた。

2．潜在変数の因子構造の時間的安定性

本研究では，自己志向性，反社会的行動経験，

家族に抱く信頼感の各変数を 2時点にわたり同一

の尺度で測定しているため，同一尺度の構造が両

時点で同じと仮定でき，時間的に安定しているか

確認する必要がある (Veenstra, Moum, & Roysamb,

2005)。本研究の場合，例えば Figure 1のように，

自己志向性（潜在変数）から「行動的自立」，「自

己受容」，「自己責任」の 3つの下位尺度（観測変

数）に伸びるパス (x, y, z) について，2時点で対

応するパス同士を等値制約した場合（因子負荷量

を等しくしたモデル）と，等値制約しないモデル

の適合度を比較する。反社会的行動経験と家族に

抱く信頼感についても同様である。

解析に先立ち，先行研究 (Coie & Dodge, 1997)

から，反社会的行動経験には男女差があると仮定

されたため，T1と T2それぞれの変数について性

別を独立変数とする t検定を行った。その結果

（Table 3），T1の反社会的行動経験における男子

の得点が女子よりも有意に高かった (t�2.43,

p�.05)。自己志向性，学校での反社会的行動経

験，家族に抱く信頼感の各変数のモデル比較は同

一の条件で行うことが望ましいため，男女により

同一のモデルを比較する多母集団同時分析を用い

て全変数のモデルを比較検討することにした。モ

デルの適合度は，複数の指標をもとに総合的な評

価を行うことが望ましいため，今回は GFI，AGFI，

CFI，RMSEA，AICの評価基準を用いた（豊田，

1992；山本・小野寺，1999）。

まず，自己志向性に関しては，等値制約モデル

の適合度指標の値が c 2[df�21]�23.50, p�.32,

GFI�.96, AGFI�.92, CFI�.99, RMSEA�.02, AIC�

65.50，等値制約のないモデルが c 2[df�19]�22.14,

p�.28, GFI�.96, AGFI�.92, CFI�.99, RMSEA�.03,

AIC�68.14であり，いずれも適合度の高いモデル

であった。また，両モデルの c 2値の比較からはモ

デル間に有意差が認められなかった（c 2値の差
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�1.36，dfの差 �2，p�.05）。これらの総合的評価

により，AICの値が低い等値制約モデルが適切で

あると判断した。採用されたモデルにおける潜在

変数から各観測変数へのパスはすべて 1%水準で

有意であり，「行動的自立」，「自己受容」，「自己

責任」が自己志向性を構成する要因であることが

認められた。

つぎに，反社会的行動経験については，等値制

約モデルの適合度指標の値が c 2[df�22]�24.29,

p�.33, GFI�.97, AGFI�.93, CFI�.98, RMSEA�.02,

A I C �6 4 . 2 9，等値制約のないモデルの値が

c 2[df�20]�20.41, p�.43, GFI�.97, AGFI�.93,

CFI�1.00, RMSEA�.01, AIC�64.41であり，いずれ

も適合度の高いモデルであった。また，両モデル

の c 2値の比較からはモデル間に有意差が認められ

なかった（c 2値の差 �3.88, dfの差 �2, p�.05）。

総合的評価から，先ほどの自己志向性と同様に

AICの値が低い等値制約モデルを採用した。採用

されたモデルにおける潜在変数から各観測変数へ

のパスはすべて 1%水準で有意であり，「友人いじ

め」，「教師反抗」，「授業妨害」が反社会的行動経

験を構成する要因であることが示された。

さいごに，家族に抱く信頼感については，等値

制約モデルの適合度指標の値が c 2[df�20]�43.97,

p�.00, GFI�.94, AGFI�.86, CFI�.96, RMSEA�.08,

AIC�87.97 であり，等値制約のないモデルが

c 2[df�18]�32.91, p�.02, GFI�.95, AGFI�.89,

CFI�.98, RMSEA�.06, AIC�80.91であった。また

両モデルの c 2値の比較からはモデル間に有意差が

認められ（c 2値の差 �11.056，dfの差 �2, p�.01），

総合的評価から等値制約のないモデルが支持され

た。酒井 (2005) による先行研究から，小学生か

ら中学生にかけて，母親に抱く信頼感は比較的安

定するものの，父親やきょうだいに抱く信頼感は

低下する傾向にあるという特徴が認められている。

本研究の家族に抱く信頼感の構造の変化はこの特

徴を反映したものと考えられる。しかし，等値制

約モデルの適合度は十分に高く，自己志向性や反
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Figure 1 自己志向尺度の因子構造の検討：モデル図

Table 3 潜在変数（構成する観測変数の合計）の男女ごとの得点

男子 (n�93) 女子 (n�110)
t値

平均 (SD) 平均 (SD)

a. 自己志向性 (Time1: T1) 52.00 (7.93) 51.4 (7.45) .56 n.s.

b. 反社会的行動経験 (T1) 4.29 (1.72) 3.78 (1.14) 2.43*

c. 家族に抱く信頼感 (T1) 74.48 (13.18) 78.05 (13.30) 1.91 n.s.

d. 自己志向性 (Time2: T2) 51.77 (6.89) 52.45 (7.13) �.69 n.s.

e. 反社会的行動経験 (T2) 4.12 (1.28) 3.92 (1.23) 1.14 n.s.

f. 家族に抱く信頼感 (T2) 63.73 (16.46) 67.62 (15.74) �1.72 n.s.

* p�.05



社会的行動経験がともに等値制約モデルを適当と

判断していることから，今回は家族に抱く信頼感に

ついても等値制約モデルを採用することにした 3)。

潜在変数から各観測変数へのパスはすべて 1%水

準で有意であり，家族に抱く信頼感が，母親，父

親，きょうだいに抱く信頼感から構成されること

が示された。

3．潜在変数間の影響関係の検討

以上の条件から，自己志向性，学校での反社会

的行動経験，家族に抱く信頼感の 3者間の相互影

響関係について，各潜在変数からそれを構成する

観測変数に伸びるパスを 2時点で対応するパス同

士に等値制約を課した状態で交差遅延効果分析を

行い，性別による多母集団同時分析を用いて検討

した。今回は潜在変数間に引いたパスを男女です

べて等値制約した場合（制約モデル）から，全て

等値制約しない場合（解放モデル）まで一本ずつ

パスの制約を変更し，各モデルの適合度を比較し

た。その結果，男女差を仮定せず全てのパスと共

分散に等値制約を課したモデルの適合度が他に比

べ て 高 か っ た （ c 2�397.62[df�267], p�.000,
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太線は全て 5%水準で有意なパスであり，値は男子（括弧内は女子）の標準化係数を示した。また「家族に抱く信頼感」の
観測変数である「母親」，「父親」，「きょうだい」はそれぞれに抱く信頼感を略したものである。
各観測変数の誤差変数間の共分散は図を見やすくするために示さなかったが，「母親」，「父親」，「きょうだい」，「行動的自
立」，「自己受容」，「友人いじめ」の各誤差変数に関しては，それぞれ 2時点間に共分散を仮定した。これらの共分散は全て
5%水準で有意であった。

Figure 2 自己志向性と学校での反社会的行動経験および家族に抱く信頼感の間の相互影響性：交差遅延効果モデル

3) 自己志向性に関しては，Figure 1のように「行動的

自立」と「自己受容」の誤差変数に関して，それぞ

れ 2時点間に共分散を仮定している。同様に，反社

会的行動経験については「友人いじめ」の誤差変数

に，家族に抱く信頼感については「母親」，「父親」，

「きょうだい」の誤差変数に関して，2時点間に共分

散を仮定している。



GFI�.84, AGFI�.80, CFI�.90, RMSEA�.05, AIC�

547.62)4)。豊田 (2001) は，多母集団同時分析の適

合度指標は，GFIや AGFIを参考にするよりも，1

自由度あたりのモデルのあてはまりを示す RMSEA

（.05程度）を参考にすべきであるとしている。本

モデルも，GFIや AGFIの値は最適レベルに達して

はいないが，RMSEAの値は.05と最適レベルで

あったので，最終モデルとして採用した。Figure

2に，本モデルのパスと共分散の標準化係数を示

す。

結果として，すべての潜在変数の 2時点間に有

意な正の影響性が認められた。反社会的行動経験

と自己志向性，および家族に抱く信頼感の得点

は，小学高学年から中学生にかけて比較的安定す

ることが示された。また，同時点の 3変数間の関

連では，T1において反社会的行動経験と自己志向

性，および反社会的行動経験と家族に抱く信頼感

との間に有意な負の関連が認められ，自己志向性

と家族に抱く信頼感との間に有意な正の関連が認

められた。また T2では，反社会的行動経験と家

族に抱く信頼感への誤差変数間に有意な負の関連

が認められた。

各潜在変数間の相互影響性に関する結果につい

ては，各潜在変数間に仮定された影響関係の中

で，T1の反社会的行動経験から T2の自己志向性

へのパスが有意なものと推定され，両者間には負

の影響関係があることが示された。この結果は，

家族に抱く信頼感を考慮したうえでのものであり，

家族に抱く信頼感の高低にかかわらず，学校での

仲間や教師との 藤経験がその後の自己統制性を

低めることが示された。

考　　察

1．学校での反社会的行動が子どもの性格形成に

与える影響

本研究では，小学校高学年の児童を対象に，彼

らの学校における反社会的行動と自己志向性との

影響関係について，家族への信頼感を調整要因と

して含めた 3者間の相互影響性の観点から検討し

た。その結果，家族に抱く信頼感の高低に関わら

ず，小学校高学年における学校での反社会的な行

動経験の多さが，2年後の自己志向性の低下につ

ながるとする影響関係が認められた。

この結果は，児童期・青年期前期において，子

どもが同世代の仲間集団や教師との経験を通じて，

心理的な“成熟 (Neyer & Asendorpf，2001)”を表

すひとつの性格である自己志向性を高めることを

示した点で，先述の Hurlock (1964) や Harris

(1995) の理論を一部実証的に支持するものである

と考えられよう。例えば，仲間集団において何ら

かの役割（リーダーや友人間のトラブル調整役な

ど）を与えられることは，個人がその役割を受容

し，自発的に行動することを促すものと思われる。

また，集団内にある彼らだけのルールを作成し遵

守しようとすることは，彼らが自発的に行動し，

その行動に責任を持つことを学ぶ経験になると思

われる。また，子どもが，教師から割り当てられ

た学級活動に取り組む経験や，班活動等で仲間と

の協力のもとに自発的で積極的な行動を求められ

ることも，子どもの自立的な行動や責任感を育む

良い機会となろう。

しかし，学校での反社会的行動が続く場合には，

仲間や教師との良好な関係を形成することが難し

くなってしまう。先に紹介した Parker & Asher

(1993) らの先行研究が示すように，反社会的行動

の目立つ子どもは学校で拒否され，親密な友人関
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4) Figure 2に関して，両時点の家族に抱く信頼感を結

ぶパスと 2003年の家族に抱く信頼感と「自己志向」

の誤差変数間の共分散を解放したモデルの適合度は，

c 2[df�265]�387.19, p�.00, GFI�.84, AGFI�.80,

CFI�.91, RMSEA�.05, AIC�541.19であり，本研究

で採用したモデルよりも AICの適合度指標などで良

い値を示し，両モデル間の c2値の差も有意であった

（c2値の差 �10.43, dfの差 �2, p�.01）。しかし，ど

ちらのモデルも潜在変数間のパス係数の有意性に変

化がないことから，解釈のしやすい現行モデルで考

察を行った。



係を結ぶ機会を得られずに学校での孤独感や不満

足感を抱いている傾向にある。注意欠陥・多動性

障害 (ADHD) の子どもに関する知見でも，彼らの

多動で注意散漫な行動的特徴が，同様な対人 藤

を生み出し，学校で孤立する要因になると報告さ

れている (Bagwell, Molina, Pelham, & Hoza, 2001)。

そのため，この性格傾向の発達を支えるためには，

学校での仲間や教師との良好な関係づくりをサ

ポートすることが極めて重要である。米国では，

ADHD児童が仲間や親友を作るためのサポート・

プログラム (Hoza, Mrug, Pelham, Greiner, & Gnagy,

2003) が盛んに行われており，わが国でも同様な

プログラムに真剣に取り組む必要があろう。

こうした，学校での反社会的行動経験の多さが

仲間や教師との関係性を脅かし，自己志向性の発

達を妨げるという間接的な影響プロセスの一方で，

つぎのような直接的な影響プロセスも考えられる。

学習理論に基づき行為障害の児童の攻撃的行動が

維持されるメカニズムについて研究した Patterson

(1986) は，彼らにとって攻撃は不愉快ではあるが，

目的（例えば親に何か購入してもらうことや嫌な

ことを拒否するなど）を達成するのに有効な手段

であるため，それが徐々に強化されていくと説明

した。つまり，子どもは，学校で反社会的に振舞

うことで仲間や教師との関係性は悪化させてし

まっても，利己的な欲求を満たすのには都合が良

いと学習する。そして，その行為が日々強化され

ていき，学校以外の状況でもわがままに振舞うと

いう，自己志向性の低さへと結実していくと考え

る。先の Roberts & DelVecchio (2000) による性格

の安定性が加齢とともに強くなっていく結果を考

慮すれば，心理的な“成熟”に関わる自己志向性

が児童期・青年期前期の頃から低いままで放置さ

れる時間が長いほど，その性格傾向は固定化され，

個人の社会的適応を難しくしていくと考えられよ

う。子どもの反社会的行動への早期介入は，学習

理論に基づく直接的な影響プロセスから考えた場

合にも重要であると思われる。

2．家族に抱く信頼感の影響性

さて，本研究で認められた学校での反社会的行

動経験と自己志向性との間の影響関係は，家族に

抱く信頼感からの影響を統制したうえでのもので

あった。この点に関して，子どものパーソナリ

ティの発達に対する親の長期的な影響性に関する

研究を概観した Harris (1995) の主張は重要であ

る。Harris (1995) は，人間行動遺伝学的研究の成

果や，集団間・集団内の形成プロセスに関する社

会学的知見，状況依存的な学習理論，および進化

論から，個人の性格形成に対する“親の影響力”

は不安定であり，従来思われているほどには大き

なものではないという理論的な考察を行い，子ど

もの生得的な形質（遺伝子）と児童期以降の家庭

外の友人集団での体験の重要性を強調した。Har-

ris (1995) の主張は実証的な研究に基づくものでは

ないこともあり，“親の影響力”を支持する多く

の発達心理学者から反論を受けることになった

（例えば Kagan, 2000 内田監訳 2002）。確かに，

生後から関わる親が，子どもの性格形成に与える

影響力を軽視することはできない。しかし，子ど

もの性格形成にとって，児童期以降の仲間関係が

親との比較からも重要であると論じた視点は，

Harris (1995) が発達心理学に貢献した部分である

といえる。

Figure 2に注目すると，酒井 (2005) の研究結果

と一致して，T1と T2ともに同時点の家族に抱く

信頼感と反社会的行動経験との間に有意な負の関

連があるのがわかる。本研究で得られた影響関係

の結果と合わせて考えれば，児童期・青年期前期

における親やきょうだいに抱く信頼感は，同時点

での反社会的行動経験には有意に関わるものの，

長期的な影響力は学校での友人 藤経験に比べて

相対的に弱く，自己志向性の形成に対しても学校

での仲間や教師との対人 藤経験以上の影響は認

められないことを示していると考えられる。本研

究の結果は，家族との関係性を考慮してもなお家

族以外での対人経験が性格形成に与える影響が大
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きいことを示した点で，この理論を一部裏付ける

ものといえるかもしれない。

3．今後の課題

今回は，学校における対人関係の問題として反

社会的行動に注目したが，こうした Achenbach &

Edelbrock (1983) のいう Externalizing（外在化）

な問題行動以外に，孤立や引きこもりなどの In-

ternalizing（内在化）な問題行動も，現代の学校

が早急に取り組まなければならない問題といえる

だろう。さらに，児童期・青年期前期に子どもが

発達させる性格傾向を考えた場合には，今回の自

己志向性以外に，他者の気持ちの理解や協力行動

の程度を表す「協調性」も興味深いものである。

このように，取り上げる問題行動や性格傾向を増

やすことで，例えば孤立や引きこもり傾向の強さ

と「協調性」の間の影響関係などの新たな関係性

について検討していく必要があろう。

また，本研究では，家族に抱く信頼感が反社会

的行動と自己志向性との間の影響関係に与える影

響が相対的に小さいとする結果であったが，それ

では誰との関係性が重要なのであろうか。酒井他

(2002) は，中学生の親と親友との信頼関係が子ど

もの学校適応にプラスに関わると報告している。

児童期・青年期前期において親と同様に重要な他

者と考えられる親友は，学校での仲間関係が良好

でない場合に，自分のことを理解し真摯に接して

くれる同世代の存在として，自己志向性の発達を

支える役割を担うことができるかもしれない。子

どもの性格形成への親友関係の影響についても，

今後の課題として興味深いものといえよう。

さらに，本研究は双生児を対象とし，家族に抱

く信頼感の要因にこれまで扱われることの少な

かったきょうだいへの信頼感を加えることができ

たが，一般的な単胎児における結果との比較や，

双生児研究のメリットである遺伝情報を含めた検

討はつぎの課題として残された。今後は，対象者

数を増やすなどから，単胎児との比較や卵生の違

いを考慮した検討が必要と思われる。

最後に，今回は対人 藤経験の測定項目として

反社会的な行動項目をとりあげたが，本研究の対

象者のような一般の小中学生では，こうした項目

の体験度が低くなり，分布に偏りが生じる可能性

があることは否めない。今後は，問題の重篤さを

考慮した上で項目数を増やして分散が広がる可能

性を高めることや，本研究で使用した内容の体験

度をより多く持つサンプルを含めた大規模な調査

によって検討していく必要があろう。また，自己

志向性尺度に関しても，今回はオリジナル尺度の

構造に忠実に検討を行ったが，わが国の文化的背

景を考慮した上での再構成し検討することも重要

であろう。
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The purpose of this study was to investigate the causal relations among antisocial experience in school,

personality, and sense of trust in family, based on a two-year longitudinal data. Two hundred and three (203)

elementary school children completed a questionnaire twice that assessed antisocial behavior toward peer

and teachers in their school, self-directedness, and sense of trust in family in 2001 and 2003. Structural equa-

tion approach with cross-lagged models revealed two main results. First, children’s antisocial experience in

their school interfered with the development of self-directedness two years later. Second, although sense of

trust in family in 2001 had a negative correlation with children’s antisocial experience in their school and a

positive one with self-directedness in the same year, it had no causal effect on either antisocial experience

or self-directedness two years later.
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